
 ６．島根県防災ヘリコプター応援協定 

 (目的) 

第１条 この協定は、島根県県下の市町村、消防の一部事務組合及び消防を含む一部事務組

合(以下「市町村等」という。)が、災害による被害を最小限に防止するために、島根県の所

有する防災ヘリコプター(以下「防災ヘリ」という。)の応援を求めることについて、必要な

事項を定めることを目的とする。 

 (協定区域) 

第２条 この協定区域は、前条の市町村の区域とする。 

 (災害の種類) 

第３条 この協定において、災害とは、消防組織法(昭和 22 年法律第 226 号)第 1 条に規定

する水火災又は地震等の災害で、航空機の特性を十分に発揮することができ、かつ、その

必要性が認められる災害をいう。 

 (応援要請) 

第 4 条 この協定に基づく応援要請は、災害が発生した市町村等(以下「発災市町村等」とい

う。)の長が、次のいずれかに該当し、防災ヘリの活動を必要と判断する場合に、島根県知

事(以下「知事」という。)に対して行うものとする。 

 (1) 災害が隣接する市町村等に拡大し、又は影響をあたえるおそれのある場合 

  (2) 発災市町村等の消防力によっては防御が著しく困難な場合 

  (3) その他救急搬送等防災ヘリによる活動がもっとも有効な場合 

２ 応援要請の手続きは、島根県環境生活部消防防災課防災航空管理所(以下「管理所」とい

う。)の長に、電話等により、次の事項を明らかにして行うものとする。 

 (1) 災害の種別 

  (2) 災害の発生場所及び被害の状況 

  (3) 災害発生現場の気象状況 

  (4) 飛行場外離着陸場の所在地及び地上支援体制 

  (5) 応援に要する資機材の品目及び数量 

  (6) その他必要な事項 

  (防災航空隊の派遣) 

第 5 条 知事は、前条の規定により応援要請を受けたときは、災害発生現場の気象条件を確

認の上、応援するものとする。 

２ 前項の規定により応援要請に応ずることができない場合は、知事は、その旨を速やかに

発災市町村等の長に報告するものとする。 

 (防災航空隊の隊員の指揮) 

第 6 条 前条第１項の規定により応援する場合において、災害現場における防災航空隊の隊

員(以下「隊員」という。)の指揮は、発災市町村等の消防長(消防本部を置かない町村にあ

っては、当該町村長。)が行うものとする。 

 



 

 (消防活動に従事する場合の特例) 

第７条 応援要請に基づき隊員が消防活動(救急業務を含む。)に従事する場合には、発災市町

村等の長から隊員を派遣している市町村等の長に対し、島根県下市町村及び消防にかかる

一部事務組合の相互応援にかかる協定書(以下「消防相互応援協定」という。)及び、平田市、

大社町及び消防にかかる一部事務組合の救急業務に関する相互応援協定書(以下「救急相互

応援協定」という。)に基づく応援要請があったものとみなす。 

２ 発災市町村が救急相互応援協定に加盟していない場合の救急業務については前項の規定

は適用せず、県の業務としての救急活動とする。 

(経費負担) 

第８条 前条第１項に該当する活動に従事する場合における応援に要する経費は、消防相互

応援協定及び救急相互応援協定の規定にかかわらず次の各号に定める所により負担するも

のとする。 

 (1) 応援のために生ずる超過勤務手当などの手当、燃料費等の運行経費及び事故により生じ

た経費は島根県の負担とする。ただし、特別の事情があるときは県と関係市町村が協議

のうえ決定するものとする。 

  (2) 前各号の経費については島根県と関係市町村が、その都度協議のうえ決定する。 

２ 前項の規定は、災害応援時の費用負担について定めるものであり、防災航空隊の経常的

な人件費等の負担については、別に定めるところによるものとする。 

 (その他) 

第９条 この協定に定めのない事項は、島根県及び市町村等の長が協議して定めるものとす

る。 

 (適用) 

第 10 条 この協定は平成 6 年 4 月 1 日から適用する。 

 

  この協定の締結を証するため、本書 69 通を作成し、知事及び市町村等の長は、記名押

印の上、それぞれ各 1 通を所持する。 

 

 平成 6 年 3 月 28 日 


